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地震後の建築物の機能維持・早期回復のための評価システム構築に関する研究成果について

～地震後すぐに使用できる耐震性能の高い建築物の実現を目指して～

1.背景

近年の地震被害では，建築物が倒壊するような被害は非常に少なくなっていますが，非構造部材（外

壁や窓，天井など）や設備機器などが損傷することによって，建築物を継続的に使用することができ

なくなる事例が見られています。また，建築物の倒壊は免れても，部材の損傷が大きいことで莫大な

修復費用を必要とする事例も見られます。しかしながら，建築物の設計時点で，地震後に建築物を継

続使用できるかどうかといったユーザの関心の高い項目について知るための有効な手段はほとんどあ

りません。

以上のことから，地震後の建築物の機能性を維持，または損傷した部位の機能を回復させることで，

地震後すぐに使用できる建築物の実現が望まれています。

2.研究開発の概要

建築研究所では，設計者がユーザからの要求を受けて，地震後の機能を維持する，または機能を回復

させる高い耐震性能をもつ建築物を実現できる評価システムを開発しています（図 1 参照）。

本課題の具体的な目標は，設計者が評価システムを利用して，地震後に建築物の機能性を回復するた

めに要する費用や時間，地震後に起こる不具合事象といった情報を基に，地震後のシナリオを建築物

の耐震性能として表示し，ユーザの求める耐震性能をもつ建築物を実現できるようにすることです。

本研究では，図 1 に示すやりとりを実現させるため，以下の 3 つのクリアすべき課題を検討し，目標

達成のための第一段階となる基礎部分を開発してきました。

新たな耐震設計の枠組みの構築

新たな耐震設計の枠組みを使う際に必要となるデータベースの構築

ユーザにとって分かりやすい耐震性能の表示手法の構築

図 1 本評価システムを用いたユーザと設計者のやりとりのイメージ
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3.研究開発の成果

得られた成果を以下に示します。

（1）必要となるデータベースの構築：評価システムを使用する際に必要な 3 種類のデータベースフ

ォーマット（図 2 参照）を構築し，どういった種類のデータが必要であるかを明示し，実大実験を実

施してデータの収集方法を明確にしました。

（2）耐震設計の枠組み構築：共同住宅（13 階建て RC 造）・病院（8 階建て SRC 造）・事務所ビル（12
階建て S 造）を対象に，（1）で構築したデータベースを用いて，修復費用・時間に関する算定ができ

ました（図 3 参照）。また同時に構造設計者が実務上活用できる有用なシステムであることを示しま

した。

（3）ユーザにとって分かりやすい耐震性能表示手法の構築：（2）で実施した検討から得られる地震

時における建築物の損傷などに関するデータを用いて，地震直後から避難時に至るまでに起こりうる

シナリオを時系列で作成し（図 4 参照），構造設計者がユーザに対して耐震性能を説明するための有

用な表現手段を提案しました。

4.今後の展開

今回の検討結果
*1
によって，本評価システムの有用性・発展性を明らかにすることができました。

今後，本システム実用化のために，今回構築したデータベースの整備手法や，本評価システムが社会

により広く理解され，使用されるための仕組みについて検討していく予定です。

*1：えぴすとら 50 号にて 7 月中旬，掲載予定（建研 HP 参照）

損傷評価データベース

修復性評価データベース

機能性評価データベース

図 2 各種データベースの構築例（RC 外壁の場合）と実大実験の様子
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各部位毎の修復費用（千円）とその総計 各部位毎の修復時間（人日）とその総計

地震動毎の各部位の修復費用（千円） 地震動毎の各部位の修復時間（人日）

図 3 試評価によって得られた算定結果の一例（病院建築物*1の結果）

図 4 地震後の共同住宅の被災シナリオの表示例
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防災情報
損傷情報

シナリオ情報

（1）地震発生時の状況 （2）キッチンの状況

（3）リビングの状況（4）建築物外観の状況

地震波1
(被害大）

地震波2
(被害中）

地震波3
(被害小）

構造部材
（柱・梁・耐力壁）

41,579 16,165 2,215

非構造部材
（外壁，内壁，窓，扉，天井）

78,732 45,872 27,939

設備部材
（設備機器，配管，昇降機）

252,999 71,364 9,308

合計(千円） 373,310 133,401 39,462

地震波種類
部位名称 地震波1

(被害大）

地震波2
(被害中）

地震波3
(被害小）

構造部材
（柱・梁・耐力壁)

1,270 507 72

非構造部材
（外壁，内壁，窓，扉，天井）

2,928 1,732 1,009

設備部材
（設備機器，配管，昇降機）

3,192 1,107 268

合計（人日） 7,390 3,346 1,349

部位名称
地震波種類


	④.pdf
	④最終資料2

